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1. 序論

1.1  研究目的
本研究は，文部科学省が2021年度から実施している，大

学院博士後期課程学生（以下，「博士学生」という。）への
支援方策である次世代研究者挑戦的研究プログラム（以
下，「SPRING事業」という。）の事業担当者間の関係性や
組織行動について調査・分析し，各大学における博士学生
の支援力向上に向けた示唆を得ることを目的とする。

1.2  SPRING事業と教育・研究支援人材
SPRING事業は，博士学生の多様な活躍に向けた経済的

支援とキャリアパス整備を一体的に実施する事業で，計79
のプロジェクト（2024年4月1日現在）が採択されてい
る。経済的支援とは博士学生の生活費相当額及び研究費の
支給を行う業務であり，キャリアパス整備は大学が企画・
実施する「キャリア開発・育成コンテンツ（国際性の涵
養，学際性の涵養，キャリア開発，トランスファラブルス
キルの習得，インターンシップ等）」の実施を指す。

SPRING事業採択大学では，主に事業全体のマネジメン
ト，博士学生の選考，「キャリア開発・育成コンテンツ」
の企画・実施を担当する大学教員（以下，「教員」とい
う。）やリサーチ・アドミニストレーター（以下，「URA」
という。）と，経済的支援の手続き，事業運営に必要な各
種事務手続きを担う事務職員が配置されている。本研究で
は，SPRING事業に携わる教員，URA及び事務職員を「教
育・研究支援人材」と総称する。

SPRING事業は経済的支援とキャリアパス整備の2つの
取組を学内で進めていく必要があることから，教育・研究

支援人材が協働して取り組むことが求められる。このた
め，協働関係や組織行動を調査することで研究目的に掲げ
た示唆を得られるのではないかと考えた。

1.3  リサーチ・アドミニストレーター（URA）
URAは，2011年度の文部科学省事業により大学で登用

が始まった職種である。定義は，2020年度文部科学省委託
事業報告書では，「大学等組織全体を俯瞰しながら，学術
的専門性を理解しつつ，自身の業務に関する専門性とセク
ターに偏らない能力を駆使して，多様な研究活動とそれを
中心に派生する様々な業務に積極的かつ創造性をもって関
わり，研究者あるいは研究グループの研究活動を活性化さ
せ，組織全体の機能強化を支える業務に従事する人材。」
となっており，様々な役割が期待されている。

URAは一般的には職務限定で採用され，採用された部
署で専門性を活用しながら業務経験を積んでいく。任期付
きで雇用される場合が少なくない。国立大学では博士号取
得割合が比較的高いとされているが，産業界や大学の事務
職員からURAになる場合などさまざまなバックグラウン
ドの者が採用されている。URAの業務内容は多岐にわた
るが，採用された大学等の課題・研究戦略により，外部資
金獲得に特化するURAや大学経営を支援するURAなどが
存在する。SPRING事業に携わるURAは多様化するURA
業務のなかで登場している。

URAには，URAに必要とされるスキルの質保証を行う
URAスキル認定制度があるほか，URA同士の情報交換，
ネットワーキング構築のための団体（リサーチ・アドミニ
ストレーション協議会）が組織されて年次大会が毎年開催
されるなど，専門性を維持・向上させる仕組みがある。
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1.4  事務職員
事務職員とは，学校教育法第92条で大学に配置が必要な

事務職員のことを指す。一般的に事務職員は，総務，人
事，財務，教務，研究推進といった多様な業務を経験しな
がら組織運営や大学の課題解決の経験を重ねて，官僚制シ
ステムのなかでキャリアアップしていく業種である。出向
等の制度はあるが，採用された大学で人事異動を繰り返し
ていくことが多い。

2016年12月に開催された文部科学省中央教育審議会大学
分科会大学教育部会では，「大学運営の一層の改善・充実
のための方策について（取組の方向性）」において，これ
まで以上に積極的な役割を担い，大学運営の一翼を担う機
能をより一層発揮できるようにする必要があると方向性が
示されている。大学運営業務の多様化や高度化が進み，専
門性を持った事務職員が求められている状況にある。

2. 先行文献

2.1 組織論・組織行動論
経営学の定義は，日本学術会議大学教育の分野別質保証

推進委員会経営学分野の参照基準検討分科会（2014）に
よると，「営利・非営利のあらゆる「継続的事業体」にお
ける組織活動の企画・運営に関する科学的知識の体系」で
あるとされている。継続的事業体には「私企業のみならず
国・地方自治体，学校，病院，NPO，家庭など」ととも
に大学も含まれる。

本論文では，継続的事業体の諸課題を取り扱う組織論，
組織行動論を中心に，以下の観点で議論を展開していく。
①組織論的観点：大学という組織を全体の環境のなかでど
のような位置づけかを整理する。また，大学の機能をヒュ
ーマン・サービス組織の概念を中心に整理し，その特徴や
特性について論じる。
②組織行動論的観点：大学で働く人の行動や内面に着目
し，人と人の関係性や人の行動と内面の関係性について論
じる。職務満足，プロアクティブ行動，ジョブ・クラフテ
ィングが該当する。

2.2  ヒューマン・サービス組織
本研究では，博士学生の支援する教育・研究支援人材を

研究対象としていることから，田尾（1995）のヒューマ
ン・サービス組織に係る研究を取り上げる。田尾は，ヒュ
ーマン・サービス組織を「ヒトがヒトに対して，対人的に
サービスを提供する組織」と定義して，病院や福祉施設を
念頭に，医師，看護師，老人福祉施設職員の組織行動等を
調査・分析している。田尾は教育組織もヒューマン・サー
ビス組織に含まれるとしていることから，大学もヒューマ
ン・サービス組織の定義に含めて問題ないと考えられる。

田尾は，ヒューマン・サービス組織の特徴として，次の
5点を挙げている。
①異なる資格や教育的背景を持った職種の集まり（教員，

事務職員，URAは異なる専門性を有し，採用方法も異な
る。）
②フラットなピラミッド構造（いわゆる上司―部下のヒエ
ラルキー構造の階層数が少なく，上位権威者は帰属集団を
越えて実質的には強い影響力を持たない。）
③ヨコ・コミュニケーションの発達（異なる業種間の連絡
調整のために，ヨコのコミュニケーション・チャネルが発
達している。）
④個人裁量の大きさ（上意下達の指示系統が発達していな
いことから，判断や行動の自由が広く，組織内集団での個
人裁量が大きい。）
⑤組織的な権威の退行（①～④が影響し，官僚制の権威が
発揮される機会が少ない。）

2.3  プロフェッションと大学
プロフェッション（Profession）とは，田尾（1995）に

よると「素人には理解できない，高度の知識や技術によっ
てサービスを提供する職業」を指す。プロフェッションの
職業に就いている人のことをプロフェッショナルと呼ぶ。

プロフェッションは，Greenwood（1957）などを踏ま
えると，以下の①～⑤の特徴を備えていると考えられる。
①専門的な知識や技術（長期的な教育訓練によって得られ
る体系的な知識や理論。社会的に認められる形として，大
学が認定しているのが学位である。）
②自律性（組織の権威に対して相対的に自由を有し，自ら
の職業上の要請に従って仕事できること。）
③仕事へのコミットメント（仕事それ自体のために働くよ
うに内発的に動機づけられていること。）
④同業者への準拠（所属組織よりも，外部の同業者集団に
準拠すること。）
⑤倫理性（専門的な知識や技術は多くの場合，公共の福祉
と密接に関連しており，このため，プロフェッションの権
威に見合うような倫理基準を有していること。）

プロフェッションを大学に当てはめると，教員は，博士
の学位を有する者，またはこれに準ずる業績を有する者が
就くことのできる職業であり，大学におけるプロフェッシ
ョンと考えられる。

なお，本研究では，URA自身の専門性の活用や博士号
取得割合の高さから，教員と同様にプロフェッションと位
置づけることとする。事務職員については，大学事務組織
において長期の教育訓練を経て，一定の倫理性や自律性を
有している意味でプロフェッションと定義する考えもある
が，業務経験や役職によって位置づけが大きく異なると考
えられ，プロフェッションに近い者からパラプロフェッシ
ョン（補助専門職）までありうるため，教員・URAと分
けて論じることとした。

2.4  プロフェッショナルと官僚制システム
Hall（1968）は，①権威の階層，②分業，③規則の存

在，④決められた手続きによる業務運営，⑤個人の資質に
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関係なく取り扱う非人格性，⑥昇進等に影響する技術的能
力，の6つの次元で捉えて，プロフェッショナルと官僚制シ
ステムの関係を分析している。Hallは，11種類の業種（大
学の会計担当などを含む。）を分析した結果，プロフェッシ
ョナルを含む組織を維持していくには，一定程度の官僚制
システムが必要であるとした。また，もし官僚制システムの
整備が不十分であると，プロフェッショナル自身が規則や
ルールを策定する必要が生じるだけでなく，プロフェッショ
ナルは活動領域が未定義なかたちで業務に取り組まなけれ
ばならなくなると述べ，プロフェッショナルと官僚制システ
ムの均衡が重要であると述べている。

2.5  職務満足
職務満足とは，業務従事者が業務自体及び業務の関連事

項に対して抱く感情のことで，業務自体に対するもの，労
働条件，人間関係など多岐にわたる（開本，2014）。職務
満足は，組織行動の測る内容としては，態度的成果に位置
づけられる。本研究では，Herzberg et al.（1959）の二要
因理論を踏まえ，職務満足を「待遇満足」と「職務内容満
足」に分けて捉え，「待遇満足」は本人の労働条件，職務
環境にかかわる内容での満足感のことを，「職務内容満足」
は職務遂行の結果得られた満足感のことを指すこととする。

2.6  プロアクティブ行動（Proactive Behavior）
Bindl & Parker（2011）は，「プロアクティブ行動とは，

組織の状況や自分自身に関して，将来を見越したうえで起
こす自発的な行動」と定義している。組織行動の測る内容
としては，行動的成果に位置づけられる。太田 et al.

（2016）によると，プロアクティブ行動が注目されるよう
になった経緯としては，組織を取り巻く環境が以前よりも
頻繁に変化するようになり，不確実性が増しているので，
将来を予期して従業員がどのように対応するかが重要にな
ってきていることがある。

大学の博士支援の環境も，外部環境を見据えつつ，学内

（1975）による職務特性モデルと比較されるとしており，職
務特性モデルは個人が仕事をどのように経験するかという枠
組みであるため，仕事の部分は固定して考えるが，ジョブ・
クラフティングは仕事の部分が固定ではなく，業務従事者
が自ら仕事を変更する立場にもなりうると考えるところに特
徴がある。

なお，ジョブ・クラフティングとプロアクティブ行動の
違いは，プロアクティブ行動には，予期が定義に含められ
ているが，ジョブ・クラフティングには必ずしも将来の予
想といった概念は含まれていないとされている。

3. リサーチ・クエスチョン

3.1  リサーチ・クエスチョン（RQ）と仮説の設定
前節までにまとめた文献調査を踏まえて，以下のリサー

チ・クエスチョン（RQ）と仮説を設定し，調査・分析を
進めた。

RQ1：SPRING事業を担当する教員・URAと事務職員は
協働関係が成立しているか。

         （仮説1：協働関係が成立している。）
RQ2：教員・URAと事務職員は博士学生の支援において

どのような職務内容に職務満足を抱いているのか。
        （仮説2：教員・URAと事務職員では異なる職務満

足を抱いている。）
RQ3：教員・URAと事務職員は博士学生の支援において

どのような組織行動を取っているのか。
       （仮説3：教員・URAと事務職員では，教員・URA

の方がプロアクティブ行動，ジョブ・クラフティ
ングは高い数値となる。）

3.2  リサーチ・クエスチョンを整理するためのモデル
リサーチ・クエスチョンと調査方法を，職務特性モデル

を踏まえて，図1のとおり整理した。

図 1  「博士学生を支援する教育・研究支援人材の組織行動モデル」とその調査方法
出所：筆者作成。

体制を変化させていくことが求めら
れており，プロアクティブ行動は重
要な指標ではないかと考えた。

2.7  ジョブ・クラフティング
      （Job Crafting）

Wrzensniewski & Dutton（2001）
は，ジョブ・クラフティングを「個人
が自らの仕事のタスク境界もしくは
関係性境界においてなす物理的・認
知的変化」と定義しており，個人が
能動的に仕事のやりがいを見出すこ
とに注目し，自律的な職務デザイン
を 捉 え た 理 論として いる。 高 尾

（2019）によると，ジョブ・クラフテ
ィ ン グ はHackman & Oldham
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4.2  調査・分析方法
調査期間：2023年9月26日～12月9日，
追加調査：2024年9月17日（F氏のみ）
調査方法：インタビュー調査（Zoom）
（個人の内面に係る情報を取得するため，調査実施前

に，説明書を提示し，承諾を得られた者のみ調査した。）
調査対象者：教員・URA（調査対象者A～調査対象者D）
           　    事務職員（調査対象者E～調査対象者H）
A氏とE氏，B氏とF氏，C氏とG氏，D氏とH氏はそれぞ

れ同一大学でSPRING事業を担当しており，協働関係にある。
A氏とB氏は教員，C氏とD氏はURAである。
A氏とE氏は分類1，B氏，F氏，C氏，G氏は分類2，D氏

とH氏は分類3の大学に所属している。
調査内容：博士学生を支援する教員・URA，事務職員

に係る以下の内容
①教育・研究支援担当者の協働関係
②職務満足（待遇満足，職務内容満足）
③プロアクティブ行動
④ジョブ・クラフティング

4. 調査・分析方法

4.1  調査対象大学の選定
調査対象は，大学自らが研究環境の強化に取り組む意思

のある大学を選定すべきと考えた。研究大学コンソーシア
ムの構成機関から大学共同利用機関法人4機関を除く37大
学から数大学を抽出して調査することとした。次に，37大
学を表1のとおり，2022年度科学研究費補助金（科研費）
の採択件数順に並べ，さらに博士学生に係る文部科学省事
業である「次世代研究者挑戦的研究プログラム」，「科学技
術イノベーション創出に向けた大学フェローシップ創設事
業」の採択状況を確認した。記入した人数は，2023年度支
援予定人数である。分類1は科研費採択件数が1,000件以
上，分類2は400件から900件，分類3は400件未満と定義し
た。このように分類した研究機関群から，文部科学省の
SPRING事業の採択大学に対象を絞った。整理の結果，調
査対象大学の偏りを防ぐため，分類1から1大学，分類2か
ら2大学，分類3から1大学を抽出し，インタビュー調査を
行うこととした。

表 1  研究大学コンソーシアムの博士後期課程支援に係る
文部科学省事業の採択状況調べ（まとめ） 4.3  協働関係の調査尺度

協働関係については，医師と看護師間の
協働的実践を測定する研究がある。小味 
et al.（2010）は，Weiss & Davis（1985）
が 開 発 し たCollaborative Practice Scale

（CPS）の日本語版を作成し，医師及び看
護師に自記式質問紙調査を実施している。
その調査結果では，医師はCPS平均得点
3.36であり，米国の調査結果4.3（Nelson et 
al.，2008）に比べて低く，また，看護師も
CPS平均得点2.74で米国の調査結果より低
かった。看護師側の得点の低さについて，
小味らは，Goldman（1994）を引用し，日
本人のコミュニケーションの特性（間接的
な表現，タスク志向より関係志向，あいま
いさなど）が影響していると分析していた。

本研究では，「医師」の部分を「教員・
URA」，「看護師」を「事務職員」と置き
換えて，教員・URA用，事務職員用の調
査尺度を作成した。なお，事務職員用は，
医師用の項目を用いて，教員・URA用と
対になる形式とした。CPSを教育・研究支
援人材に用いるのは初めてであり，教員・
URAと事務職員で調査尺度を変更すると
比較対照ができない可能性があるためであ
る。

4.4  職務満足の調査尺度
業務従事者がどの程度の職務満足を抱い

ているかを測る測定尺度として，Weiss et 出所：文部科学省の公表情報をもとに筆者作成。
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経済的支援の部分で合意を得るようにしている」との回答
が複数あった。「貢献に対する理解と尊重」は双方が有す
る傾向にあるが，教員・URAからは，「大学のローカルル
ールとの整合性や過去の類似事例を（事務職員）に確認す
る」などがあり，事務職員からは，「事務レベルの案件に
ついて責任を持って対応し，内容に応じて教員・URAに
相談している」との回答があった。なお，設問10の責任に

al.（1967）が開発したミネソタ職務満足度の測定尺度
MSQ（Minnesota Satisfaction Questionnaire） が あ る。
本調査ではショート・バージョン（20項目）を用いた。
MSQから待遇に関わる「待遇満足（8項目）」，それ以外の

「職務内容満足（12項目）」に切り分けた。
調査は設問から最も当てはまる項目を選択してもらい，

その理由を尋ねる方式とした。集計は，各人が有する満足
度の合計を10点とし，選択した個数に応じて等しく分配す
る方法とした。

4.5  プロアクティブ行動の調査尺度
プロアクティブ行動を測定するための代表的な調査尺度

として，Griffin et al.（2007）による評価尺度を用いた。
この評価尺度は27項目あり，①熟達行動，②適応行動，③
プロアクティブ行動の観点から組織行動を測る。各行動分
類の定義等については表2に整理した。

本調査では，インタビュー調査にあわせて評価尺度を確

表 2  プロアクティブ行動の調査尺度の行動分類と関連性

認する必要があり，調査項目を尺度の価値を失わな
いよう配慮しつつ27項目から12項目を選択した。

「顧客」を「他大学の教員，URA等」と変更するな
どして，調査対象者に理解しやすいよう工夫した。

4.6  ジョブ・クラフティングの調査尺度
ジョブ・クラフティングは，Eguchi et al.（2016）

による調査尺度を用いた。全21項目あり，尺度構成
は大きく以下の4分野に分かれている。

「構造的な仕事の資源の向上（5項目：自分の専
門性を高めるようにしている）」，「妨害的な仕事の
要求度の低減（6項目：感情的に張りつめないよう
にしている）」，「社会的な仕事の資源の向上（5項
目：同僚に助言を求める）」，「挑戦的な仕事の要求
度の向上（5項目：職務のつながりを考え，挑戦し
がいのあるようにする）」

5. 調査・分析

5.1  協働関係に関する調査結果
協働関係の調査結果は，教員・URAが表3，事務

職員が表4のとおりとなった。
「よく当てはまる」を+2，「当てはまらない」を

-2として5段階で点数化すると，教員・URAが＋
28，事務職員が＋25となり，協働関係が成立してい
ると認識していることが分かった。このことから，
RQ1で設定した仮説1は棄却されないと考えられ
る。ただし，事務職員の回答のばらつきが大きいこ
とも踏まえ，協働の程度はこれらの数値だけでは正
確ではなく，インタビューのコメントや他の指標を
確認していく必要がある。

「合意形成」は教員・URAの方がより強い認識
を持っている傾向があり，教員・URAから，「特に

表 3  協働関係の調査結果（教員・URA）

表 4  協働関係の調査結果（事務職員）

出所：太田 et al. (2016) を参考に筆者作成。
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年間で人事異動をする事務職員は，過去の業務経験が現在
の知識・スキルとなり，今この職場で何ができるかと考え
ていた。これが，「その時々で色々な仕事をする機会があ
る」という待遇を満足として受け止めている要因と考察さ
れる。

また，「他の人々に「何をするべきか」を指示をする機
会」については，指示をすること自体に満足しているわけ
ではなく，係や他の関係部署に指示をすることで遺漏なく
業務を進められることに満足しているとのコメントがあっ
た。
5.2.2  職務内容満足

職務内容満足の調査結果は，教員・URAが表7，事務職
員が表8のとおりとなった。

①教員・URAは，「人のために何かをする機会」が最も高
かった。「学生から相談があって，悩みを聞いたり，問題
解決のために教員に繋いだりしたときに感じる。」，「学生
のためであり，将来的には大学にも繋がっていく。URA
として働くときの思いに通じる。」などのコメントがあっ
た。教員・URAは，2.3において，大学におけるプロフェ
ッションとして，倫理性を備えている職業である説明した
が，プロフェッションの現れと解釈するのが良いのではな

関わる業務分担については，双方が話し合うことなく業務
を進めている状況であった。小味ら（2010）の調査でも指
摘されている日本人のコミュニケーションの特性が結果に
反映している可能性がある。また，田尾（1995）は医師と
看護師の人間関係を調査した結果，医師と看護師のコミュ
ニケーションの機会が増えて，相補的な連携関係が強化さ
れると葛藤も増えるとし，両者の役割関係が正確に定義す
るマネジメント方法があれば，葛藤を少なくできるとも指
摘している。教員・URAと事務職員で相補的な関係を構
築しつつ，葛藤を少なくするための方策とも考えられる。

5.2  職務満足に関する調査結果
5.2.1  待遇満足

待遇満足の調査結果は，教員・URAが表5，事務職員が
表6のとおりとなった。

①教員・URAは「自分の判断で行動できる自由」が最も
高かった。教員・URAは，職務特性や業務経験から，博
士学生への支援が必要と考えている者が雇用されており，
自身の思いが実現できる環境が必要となる。このような場
合に必要となるのが，「自分の判断で行動できる自由」な
のではないかと分析した。プロフェッションの特徴である
自律性にも繋がる。なお，「その時々で色々な仕事をする
機会があること」は，業務経験を振り返って述べているも
のが多かった。
②事務職員は「その時々で色々な仕事をする機会があるこ
と」が最も高かった。インタビュー内容を踏まえると，数

表 5  待遇満足の調査結果（教員・URA）

表 6  待遇満足の調査結果（事務職員）

表 7  職務内容満足の調査結果（教員・URA）

表 8  職務内容満足の調査結果（事務職員）
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5.4  ジョブ・クラフティングに関する調査結果
ジョブ・クラフティングの調査結果は，教員・URAが

表11，事務職員が表12のとおりとなった
「社会的な仕事の資源の向上」の点数が低いことについ

ては，事務職員は，一般的には，上意下達のピラミッド組
織で業務従事していることから，上司との関係構築（設問
12～14）は積極的かと予想したが，他の指標と比較して
低い点数となった。他方，設問16「私は，同僚に助言を求
める。」のみは高い点数となった。博士支援を担当する事
務職員においては，上下の関係性よりは，横の関係性の構
築に組織行動が向かっていることが分かった。これは2.2
で述べたヒューマン・サービス組織の特徴であるフラット
なピラミッド構造，ヨコ・コミュニケーションの発達と整
合していると分析した。

RQ3で設定した仮説3については，プロアクティブ行動
では棄却されると考えられるが，ジョブ・クラフティング
では教員・URAが3点上回ったものの，回答のばらつきも
踏まえ，判断はできなかった。

いかと考えた。なお，「仕事から得られ
る達成感」，「同僚同士の仲の良さ」につ
いては，博士学生支援の業務をつうじて
得られた達成感であったり，業務を円滑
に進めるために同僚同士の仲がよく，周
りの人たちが自発的に動いてくれたり，
調整がしやすいことが職務内容満足に繋
がっているとの回答であった。
②事務職員は，「自分なりの仕事のやり
方を試す機会」が最も高かった。事務職
員は，これまでの大学での業務経験を踏
まえて，自分なりの解決策や仕事の進め
方を学んでおり，博士学生の支援業務に
おいても，これまでの業務経験を踏まえ
て，試行錯誤しながら課題解決していく
ことが職務内容満足に繋がっていること
が分かった。「自分の能力を活かせる仕
事をする機会」も上記に近く，経験か
ら，自身のキャリアを構築し，それを活
かす機会にあるということが，職務内容
満足となっていた。「人のために何かを
する機会」を選択する者はいたが，教
員・URAと比較すると点数は低い（一
因として，博士学生と接する機会の少な
さも影響していると考えられる。）。

以上から，RQ2で設定した仮説2は棄
却されないと考えられる。

5.3 プロアクティブ行動に関する調査
      結果

プロアクティブ行動の調査結果は，教
員・URAが表9，事務職員が表10のとおりとなった。

RQ3に係る教員・URAと事務職員の組織行動の違い
については明確な結果は出なかったものの，インタビュ
ー内容も組み合わせると，いくつか傾向があった。

教員・URAの「熟達行動」が比較的高いことについ
ては，教員・URAの業務はSPRING事業として支援を受
けている活動であり，申請時に計画した事業内容を適切
に実施しようという思いの表れと考えられる。教員・
URAからは，「文部科学省が示す博士支援の方針にあわ
せて，大学で重点を置く部分を変化させようとしてい
る。」や適応行動で「新たなスキルを学んだり，新たな
役割を担うことを本当はやりたいが，新たなことができ
ていない状況。」といったコメントがあった。事務職員
の「プロアクティブ行動」がやや高いことについては，
効率や成果を高められるように行動していくのは，自分
自身や組織にとってプラスなので，抵抗なく進められて
いる可能性がある。「プロジェクト内で提案できる環境
があり，相互に提案しあっている。」といったコメント
があった。

表 9  プロアクティブ行動の調査結果（教員・URA）

表 10  プロアクティブ行動の調査結果（事務職員）
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6. 結論

6.1  本研究から得られた成果
RQ1については，教員・URAと事務職員の協働関

係は成立していることを確認した。他方，設問10のお
互いの責任の所在についての話し合いについては，双
方がマイナスとなっており，日本人のコミュニケーシ
ョンの特性が影響している可能性と，相補的な連携関
係が強化していくなかで葛藤を少なくしている可能性
が示された。

RQ2について，待遇満足については，教員・URA
は，「自分の判断で行動できる自由」を重視する傾向
にあると考察される。問題意識を持って博士支援業務
に取り組みたいと考えている可能性があろう。事務職
員は，「その時々で，色々な仕事をする機会があるこ
と」が高かった。これまでさまざまな業務経験がノウ
ハウや知識として蓄積され，それが業務に生かされて
いるからと考えられる。「他の人々に「何をするべき
か」を指示する機会」はこれまでの業務経験を生かす
機会と捉えていることが考えられる。

職務内容満足については，教員・URAと事務職員
で共通する部分として，「仕事から得られる達成感」，

「人のために何かをする機会」で満足度が高かった。
他方，異なる点としては，教員・URAでは，「人のた
めに何かをする機会」を満足と答える割合が高く，事
務職員は，「仕事から得られる達成感」，「自分なりの
仕事のやり方を試す機会」を満足と答える割合が高か
った。これは，教員・URAは博士学生との関係のな
かに職務内容満足を見出すことが多いが，事務職員は
自身の職務経験で得られたノウハウや知識を生かしな
がら，試行錯誤しながら業務を達成していくことに満
足を感じていることが示唆された。

RQ3については，プロフェッショナルと位置づけて
いる教員・URAの方が高い結果になると予想した
が，プロアクティブ行動では事務職員の方が高い数値
となり，ジョブ・クラフティングでは教員・URAが3
点上回ったが大きな差とはならなかった。なお，個別
に確認すると，プロアクティブ行動で，教員・URA
の熟達行動が高いことについては，SPRING事業にお
いて適切な対応が求められ，事業遂行に労力が割かれ
ている可能性がある。ジョブ・クラフティングで，教
員・URAが妨害的な仕事の要求について，むしろ受
け入れる傾向を持っていたことでは事務職員と差異が
見られた。また，社会的な仕事の資源の向上で，共通
して上司との関係が薄く，同僚との関係を重視してい
たことは意外であった。特に事務職員については官僚
制システムよりもヒューマン・サービス組織の特徴で
ある，フラットなピラミッド構造，ヨコ・コミュニケ
ーションの発達の影響を示唆する結果であったことも
興味深い。

表 11  ジョブ・クラフティングの調査結果（教員・URA）

表 12  ジョブ・クラフティングの調査結果（事務職員）
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以上の調査・分析結果を「博士学生を支援する教育・研
究支援人材の組織行動モデル」に記載すると図2のように
なる。

6.2  本研究の学術的成果と限界
6.2.1  本研究の学術的成果

本研究では，以下の点について学術的成果があったと考
える。
①SPRING事業を担当する教育・研究支援人材の協働状況
について，CPSを用いた調査を行い，協働関係が成立して
いることを説明し，また，相補的な連携関係を強化しつつ
葛藤を少なくしている可能性があること。
②教育・研究支援人材の職務満足を調査し，教員・URA
と事務職員で満足する内容の差異を見出し，要因を分析し
たこと。
③組織行動の調査では，教員・URAと事務職員で大きな
差は出ていないことが，共通点ではヒューマン・サービス
組織の特徴を見出すことができたこと。
6.2.2  本研究の限界
①調査結果の一般可能性

本研究は，特定の大学群を客観的方法で分類して，調査
対象大学を抽出するという方法を取った。このため，より
実証的にするには調査対象大学を広げ，組織の規模，特色
等も踏まえた調査を行うことが必要である。
②測定尺度の妥当性

本研究では，教育・研究支援人材の組織行動モデルを元
に，複数の調査尺度で調査・検証を行ったが，インタビュ
ー調査の過程で設問に更なる改善の余地も分かった。今後
調査対象大学を広げる場合は，仮説を綿密に立てて，調査
尺度，質問項目等を十分検討することが必要である。
③調査結果に係る他の要因の可能性

本研究で得られた結果がSPRING事業や教育・研究支援

②事務職員は，多様な業務を担当していくなかで，業務経
験を蓄積し，それを活かすことに満足を感じている。この
ため，意図的に多様な部署を経験させる人事配置の方が博
士学生の支援力も含め，長期的には事務職員の職務満足を
維持した能力向上には有効な可能性がある。
③教員・URAは，本調査結果からもプロフェッションと
して自律性を重んじる傾向があるので，教員・URAの業
務への思い・理念を確認し（SPRING事業があるので，す
べて自由とはいかないが），一定程度自由に提案・行動で
きる余地を残しておくことが必要ではないか。
④教育・研究支援人材はSPRING事業の遂行（熟達行動）
に注力していると考えられるので，上司のほうから積極的
にコミュニケーションを図っていくことも必要ではないか。

今後は，本研究結果を踏まえて，調査方法，調査尺度の
再構成を進め，より精緻な調査に取り組みたい。
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人材の関係性以外からもたらされて
いる可能性を否定できない。今後，
調査を行うなかで考えうる因子を考
慮に含めて分析することにより，結
果の妥当性を高められると考える。

6.3  博士学生の支援力向上に向け
      た示唆，今後への展望
①教員・URAは，自身が有する博
士学生の支援に対する思いや理念を
事務職員に継続的に説明し，事務職
員と思いや理念を共有している状態
を維持するのが良いのではないか。
事務職員は上記インプットが少ない
と，事務手続きの高度化に注力して
いき，教育・研究支援人材同士の相
乗効果が生まれにくくなる可能性が
ある。

図 2  組織行動等の調査結果を組織行動モデルに投入した図
出所：筆者作成。
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